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当行の新株予約権等に関する事項
　
1 事業年度の末日において当行の会社役員が有している当行の新株予約
権等

新株予約権等の内容の概要
新株予約権
等を有する
者の人数

取締役
（監査等委員
であるもの
及び社外役
員を除く）

イ 2012年ストックオプション
①新株予約権の割当日：2012年７月24日
②新株予約権の数：146個
③目的となる株式の種類及び数：普通株式 1,460株
④新株予約権の行使期間：2012年７月25日～2042年７月24日
⑤権利行使価額：１株当たり １円
⑥権利行使についての条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる。

１名

ロ 2013年ストックオプション
①新株予約権の割当日：2013年７月23日
②新株予約権の数：144個
③目的となる株式の種類及び数：普通株式 1,440株
④新株予約権の行使期間：2013年７月24日～2043年７月23日
⑤権利行使価額：１株当たり １円
⑥権利行使についての条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる。

１名

ハ 2014年ストックオプション
①新株予約権の割当日：2014年７月25日
②新株予約権の数：228個
③目的となる株式の種類及び数：普通株式 2,280株
④新株予約権の行使期間：2014年7月26日～2044年7月25日
⑤権利行使価額：１株当たり １円
⑥権利行使についての条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる。

２名

ニ 2015年ストックオプション
①新株予約権の割当日：2015年７月24日
②新株予約権の数：258個
③目的となる株式の種類及び数：普通株式 2,580株
④新株予約権の行使期間：2015年7月25日～2045年7月24日
⑤権利行使価額：１株当たり １円
⑥権利行使についての条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる。

３名
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新株予約権等の内容の概要
新株予約権
等を有する
者の人数

取締役
（監査等委員
であるもの
及び社外役
員を除く）

ホ 2016年ストックオプション
①新株予約権の割当日：2016年7月26日
②新株予約権の数：516個
③目的となる株式の種類及び数：普通株式 5,160株
④新株予約権の行使期間：2016年7月27日～2046年7月26日
⑤権利行使価額：１株当たり １円
⑥権利行使についての条件
新株予約権者は、当行の取締役の地位を喪失した日の翌日以降
10日間に限り、新株予約権を一括して行使することができる。

３名

社外取締役
（監査等委員
であるもの
を除く）

― ―

監査等委員
である取締役 ― ―

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の株式数に換算して
記載しております。

２ 事業年度中に使用人等に交付した当行の新株予約権等
該当事項はありません。
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第151期株主資本等変動計算書 (20192020
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計
当期首残高 37,322 24,920 24,920
当期変動額
剰余金の配当
別途積立金の積立
当期純利益
自己株式の取得
自己株式の処分
土地再評価
差額金取崩額
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当期変動額合計 ー ー ー
当期末残高 37,322 24,920 24,920
　

株 主 資 本
利益剰余金

自己株式 株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産

圧縮積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 12,402 273 142,161 5,451 160,288 △2,041 220,490
当期変動額
剰余金の配当 △2,513 △2,513 △2,513
別途積立金の積立 2,500 △2,500 ー －
当期純利益 6,901 6,901 6,901
自己株式の取得 △3 △3
自己株式の処分 △6 △6 45 38
土地再評価
差額金取崩額 564 564 564
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)

当期変動額合計 ー ー 2,500 2,445 4,945 42 4,988
当期末残高 12,402 273 144,661 7,897 165,234 △1,999 225,478
　

次頁へ続く
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（単位：百万円）
　

評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 47,569 △1,121 8,540 54,988 61 275,540
当期変動額
剰余金の配当 △2,513
別途積立金の積立 ー
当期純利益 6,901
自己株式の取得 △3
自己株式の処分 38
土地再評価
差額金取崩額 564
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) △32,711 △6,325 △564 △39,601 △20 △39,621

当期変動額合計 △32,711 △6,325 △564 △39,601 △20 △34,633
当期末残高 14,858 △7,447 7,976 15,387 41 240,906
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個別注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま
す。
２．有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証
券については原則として決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算
定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による
原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構
築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりでありま
す。
建 物 10年～50年 その他 ５年～15年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
（3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リー
ス期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法により償却しております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」とい

う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係
る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。ま
た、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務
者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上し
ております。
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上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失
額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒
実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な
修正を加えて算定しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定を

実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の

評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債
権額から直接減額しており、その金額は13,419百万円であります。

（2）役員賞与引当金
役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額

のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。
（3）退職給付引当金

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務
及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定に
当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については給付算定式
基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の損益処理方法は次のと
おりであります。
過去勤務費用 ： 各発生時に全額損益処理
数理計算上の差異 ： 各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事
業年度から損益処理

なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類におけ
る会計処理の方法と異なっております。

（4）睡眠預金払戻損失引当金
睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に

備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しており
ます。

（5）偶発損失引当金
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生す

る可能性のある損失を見積り必要と認める額を計上しております。
（6）株式報酬引当金

株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式の交付に備えるため、株式交付規
定に基づき、役員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しておりま
す。

７．リース取引の処理方法
所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年４月１日前に

開始する事業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっており
ます。
８．ヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、一部の資産について、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段を直接対応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同一であることか

ら、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺してい
るため、有効性の評価を省略しております。
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（2）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業におけ

る外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種
別監査委員会報告第25号 2002年７月29日）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権等の為替変動リスクを減殺する目的

で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨
建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することに
よりヘッジの有効性を評価しております。

９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっており

ます。ただし、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しておりま
す。
　
追加情報
（役員報酬ＢＩＰ信託）

当行は、当行の取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び国内非居住者を除く。以
下、「当行取締役」という。）を対象とした、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。
１．取引の概要

役員報酬ＢＩＰ信託は、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めること
を目的とした役員インセンティブ・プランであり、役位や業績目標の達成度等に応じたポ
イントが当行取締役に付与され、そのポイントに応じた当行株式及び当行株式の換価処分
金相当額の金銭が当行取締役の退任時に交付又は給付される株式報酬型の役員報酬であり
ます。

２．信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付
する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号 2015年３月26日）に準じて
おります。

３．信託が所有する自社の株式に関する事項
（1）信託における帳簿価額は203百万円であります。
（2）信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。
（3）期末株式数は54千株、期中平均株式数は56千株であります。
（4）上記（3）の期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する

　 自己株式に含めております。
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注記事項
（貸借対照表関係）
１．関係会社の株式総額 2,348百万円
２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中
の国債に28,000百万円含まれております。

３．貸出金のうち、破綻先債権額は812百万円、延滞債権額は26,978百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか
った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第１項第３号 イからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は193百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以
上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,783百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
54,767百万円であります。
なお、上記３．から６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 2002年２月13日）に基づき金融取引
として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は16,580
百万円であります。

８．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産 有価証券 462,322百万円
担保資産に対応する債務 預金 59,995百万円

債券貸借取引受入担保金 112,699百万円
借用金 7百万円
コールマネー 5,767百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証
券405百万円及びその他資産（金融商品等差入担保金）30,000百万円を差し入れており
ます。
また、子会社及び子法人等の借入金等の担保に供している資産はありません。
なお、その他資産には、上記のほか、金融商品等差入担保金（為替決済等の取引の担保

あるいは先物取引証拠金等の代用として差し入れているものを除く）22,414百万円、保
証金及び敷金1,667百万円が含まれております。
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９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出
を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を
貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、916,319
百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものが850,584百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残

高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありませ
ん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があると
きは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨
の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担
保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰
延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として
純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1999年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の
基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出し
た価額に基づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と

当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 12,685百万円
11. 有形固定資産の減価償却累計額 31,623百万円
12. 有形固定資産の圧縮記帳額 2,452百万円
13.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債

に対する当行の保証債務の額は22,006百万円であります。
14. 貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイ
ナンス・リース契約により使用しております。

15. 関係会社に対する金銭債権総額 15,789百万円
16. 関係会社に対する金銭債務総額 14,050百万円
17. 銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規
定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を
資本準備金又は利益準備金として計上しております。
当事業年度における当該剰余金の配当に係る資本準備金又は利益準備金の計上額はありま

せん。
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（損益計算書関係）
１．関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額 287百万円
役務取引等に係る収益総額 279百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額 77百万円
その他の取引に係る収益総額 －百万円
関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 33百万円
役務取引等に係る費用総額 1,332百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額 2,426百万円
その他の取引に係る費用総額 －百万円

２．当事業年度において、当行は、以下の資産及び資産グループについて、営業キャッシュ・フ
ローの低下及び地価の下落等により投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、帳簿価額
を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,090百万円を「減損損失」として「特別損失」に
計上しております。

場 所 主な用途 種 類 減損損失
(百万円） うち土地 うち建物 うち動産

香川県内

営業用資産
３か所

土地、建物
及び動産 71 53 17 0

遊休資産
13か所

土地、建物
及び動産 107 72 31 2

香川県外

営業用資産
９か所 土地及び建物 899 866 33 ー

遊休資産
３か所 土地 12 12 ー －

合 計 1,090 1,004 82 3
　

当行は、営業用店舗については、営業店毎（複数店がエリア（地域）で一体となり営業
を行っている場合は当該エリア毎）に継続的な収支の把握を行っていることから、営業店
（又はエリア）をグルーピングの単位としております。遊休資産及び処分予定資産につい
ては、各々単独の資産又は資産グループとして取り扱っております。また、本店、事務セ
ンター、研修所、社宅、厚生施設等については、複数の資産又は資産グループの将来キャ
ッシュ・フローの生成に寄与する資産であるため共用資産としております。
当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のい
ずれか高い方としております。正味売却価額による場合は「不動産鑑定評価額」又は「地
価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するため
に国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」より処分費用見込額を控除し算
出しております。また、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを0.1％で割り引
き算出しております。
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（株主資本等変動計算書関係）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当事業年度期首
株 式 数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株 式 数 摘要

自 己 株 式

普 通 株 式 488 1 11 478 注1,2,3

合 計 488 1 11 478

（注）１．当事業年度期首及び当事業年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有
する自社の株式がそれぞれ59千株、54千株含まれております。

２．自己株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
３．自己株式数の減少11千株は、新株予約権の権利行使による減少６千株、役員報酬

ＢＩＰ信託から対象者への交付による減少４千株及び単元未満株式の買増請求に
よる減少０千株であります。

（有価証券関係）
貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」

が含まれております。
１．売買目的有価証券（2020年３月31日現在）

当事業年度の損益に含まれた評価差額 （百万円）

売 買 目 的 有 価 証 券 ー

２．満期保有目的の債券（2020年３月31日現在）
該当ありません。

３．子会社・子法人等株式等及び関連法人等株式（2020年３月31日現在）
子会社・子法人等株式等及び関連法人等株式（貸借対照表計上額 子会社及び子法人等株

式等2,323百万円及び関連法人株式25百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが
極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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４．その他有価証券（2020年３月31日現在）

種 類 貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

株 式 79,269 37,219 42,050

債 券 357,151 352,843 4,308

国 債 153,641 151,051 2,590

地方債 122,871 121,556 1,314

社 債 80,638 80,236 402

その他 199,732 189,926 9,805

小 計 636,153 579,989 56,164

貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

株 式 21,831 33,102 △11,271

債 券 395,707 399,656 △3,949

国 債 176,282 178,987 △2,704

地方債 150,137 150,923 △785

社 債 69,286 69,745 △459

その他 201,292 220,979 △19,686

小 計 618,831 653,738 △34,907

合 計 1,254,984 1,233,727 21,257

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券
貸借対照表計上額（百万円）

株 式 2,467

そ の 他 1,683

合 計 4,151

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認め
られることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）
該当ありません。
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６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株 式 5,720 3,786 ー

債 券 429,748 1,347 1,512

国 債 342,250 1,033 1,512

地方債 51,261 232 －

社 債 36,236 81 －

その他 237,078 4,907 2,934

合 計 672,546 10,040 4,446

７．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券（時価を把握することが極めて困難なものを除く）のう

ち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復
する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額とす
るとともに、評価差額を事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」という。）しており
ます。
当事業年度における減損処理額は、1,948百万円（株式1,948百万円）であります。
なお、当行では、予め、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第14号 2018年２月16日）に基づき、時価が著しく下落したと判定するための
基準を設定しており、その内容は以下のとおりであります。
事業年度末日における時価が取得原価と比べ50％以上下落している場合は全銘柄を著しい

下落であると判定し、30％以上50％未満下落している場合は発行会社の信用リスク（自己
査定における債務者区分、外部格付）等を勘案し判定しております。

（金銭の信託関係）
該当ありません。
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（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりでありま
す。
繰延税金資産
その他有価証券評価差額金 10,611百万円
貸倒引当金 7,284
繰延ヘッジ損失 3,363
退職給付引当金 1,476
減価償却費 1,091
賞与引当金 421
その他 2,442
繰延税金資産小計 26,690
評価性引当額 △6,424
繰延税金資産合計 20,265
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △17,010
固定資産圧縮積立金 △119
繰延ヘッジ利益 △110
資産除去債務 △16
繰延税金負債合計 △17,256
繰延税金資産の純額 3,008百万円

　
（関連当事者情報）
関連当事者との取引

種類 会社等の名
称又は氏名

議決権等
の所有(被
所有)割合

関連当事者との
関係 取引の内容 取引金額

(百万円) 科目
期末
残高
(百万円)

子 会 社
等

百十四総合
保証
株式会社

所有
直接
42.86%

各種ローンの被
債務保証取引
役員の兼任

ローン債権
の被保証 443,902 ― ―
保証料の
支払 723 未払費用 59
代位弁済
受入額 670 ― ―

(注)保証条件は、商品ごとに保証対象の各種ローンの信用リスク等を勘案し決定しております。
　

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額 8,158円88銭
１株当たりの当期純利益金額 233円80銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 233円69銭
　

（注）株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託に残存する自社の株
式は、１株当たりの純資産額、１株当たりの当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額の算定上、控除する自己株式に含めております。
１株当たりの純資産額の算定上、控除した当該自己株式の当事業年度末株式数は54千株で
あります。また、１株当たりの当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益
金額の算定上、控除した当該株式の期中平均株式数は56千株であります。　（ストック・オプション関係）
ストック・オプションに関する注記事項については連結計算書類に記載しているため記載を
省略しております。
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（ご参考）
信託財産残高表
（2020年３月31日現在）

（単位：百万円）
資 産 金 額 負 債 金 額

有 価 証 券 － 金 銭 信 託 213
信 託 受 益 権 11
現 金 預 け 金 202
合 計 213 合 計 213

（注）１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．共同信託他社管理財産 －百万円
３．元本補てん契約のある信託については、2020年３月31日現在取扱残高はありませ
ん。
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第151期連結株主資本等変動計算書 (20192020
年
年
４
３
月
月
１
31
日から
日まで)

　

（単位：百万円）
　

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当期首残高 37,322 30,486 167,615 △2,041 233,382
当期変動額
剰余金の配当 △2,513 △2,513
親会社株主に帰属す
る当期純利益 7,715 7,715

自己株式の取得 △3 △3
自己株式の処分 △6 45 38
土地再評価
差額金取崩額 564 564

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額)
当期変動額合計 ― ― 5,758 42 5,801
当期末残高 37,322 30,486 173,374 △1,999 239,184
　

その他の包括利益累計額
新株予約権 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

退職給付に
係る

調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 47,822 △1,121 8,540 △2,109 53,131 61 286,576
当期変動額
剰余金の配当 △2,513
親会社株主に帰属す
る当期純利益 7,715

自己株式の取得 △3
自己株式の処分 38
土地再評価
差額金取崩額 564

株主資本以外の項目
の当期変動額（純額) △32,774 △6,325 △564 △2,861 △42,526 △20 △42,546

当期変動額合計 △32,774 △6,325 △564 △2,861 △42,526 △20 △36,744
当期末残高 15,048 △7,447 7,976 △4,971 10,605 41 249,831
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連結注記表
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に
基づいております。

連結計算書類の作成方針
１．連結の範囲に関する事項
（1）連結される子会社及び子法人等 ９社

会社名
日本橋不動産 株式会社
百十四ビジネスサービス 株式会社
株式会社 百十四人材センター
百十四財田代理店 株式会社
株式会社 百十四システムサービス
株式会社 百十四ジェーシービーカード
株式会社 百十四ディーシーカード
百十四総合保証 株式会社
百十四リース 株式会社

（2）非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。

２．持分法の適用に関する事項
（1）持分法適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
（2）持分法適用の関連法人等

該当ありません。
（3）持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等

該当ありません。
（4）持分法非適用の関連法人等

四国アライアンスキャピタル 株式会社
持分法非適用の関連法人等は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の適用対象から除いても連結計算書類に重要な影響を与え
ないため、持分法の適用範囲から除外しております。

３．連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項
連結される子会社及び子法人等の決算日は、連結決算日と一致しております。
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会計方針に関する事項
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法
商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っておりま
す。
２．有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、
持分法非適用の関連法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券について
は原則として連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、
ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法
により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

当行の有形固定資産は、定率法(ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及
び構築物については定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおりであり
ます。
建 物 10年～50年 その他 ５年～15年
連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づ

き、主として定率法により償却しております。
（2）無形固定資産（リース資産を除く）

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについ
ては、当行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（主として５年）に
基づいて償却しております。

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中のリース資産は、リー

ス期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法により償却しております。
５．貸倒引当金の計上基準
当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま
す。
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権に
ついては、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営
破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下、「破綻
懸念先」という。）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証によ
る回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認め
る額を計上しております。
上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想損失額

を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績
率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を
加えて算定しております。
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すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業部店及び審査所管部署が資産査定を実
施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評

価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額
から直接減額しており、その金額は13,419百万円であります。
連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を

勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。
６．役員賞与引当金の計上基準

役員賞与引当金は、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額の
うち、当連結会計年度に帰属する額を計上しております。
７．役員退職慰労引当金の計上基準

連結される子会社及び子法人等において、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員
に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当連結会計年度末までに発生していると認められる
額を役員退職慰労引当金として計上しております。
８．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準

睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備
えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上しておりま
す。
９. 偶発損失引当金の計上基準
偶発損失引当金は、他の引当金で引当対象とした事象以外の偶発事象に対し、将来発生する

可能性のある損失を見積り必要と認める額を計上しております。
10. 株式報酬引当金の計上基準

株式報酬引当金は、役員報酬ＢＩＰ信託による当行株式の交付に備えるため、株式交付規定
に基づき、役員に割り当てられたポイントに応じた株式の給付見込額を計上しております。
11. 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる
方法については給付算定式基準によっております。また、過去勤務費用及び数理計算上の差異
の損益処理方法は次のとおりであります。
過去勤務費用 ： 各発生時に全額損益処理
数理計算上の差異 ： 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌
連結会計年度から損益処理

なお、一部の連結される子会社及び子法人等は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計
算に、退職給付に係る当連結会計年度末の自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い
た簡便法を適用しております。
12. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
当行の外貨建資産・負債は、主として連結決算日の為替相場による円換算額を付しておりま
す。
13. 収益及び費用の計上基準
リース業を営む連結される子法人等のファイナンス・リース取引に係る収益及び費用の計上
については、リース料の受取時に「その他経常収益」及び「その他経常費用」を計上する方法
によっております。
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14. 重要なヘッジ会計の方法
（1）金利リスク・ヘッジ

当行の金融資産から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、一部の資産につい
て、ヘッジ対象とヘッジ手段を直接対応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジによっておりま
す。
ヘッジ有効性評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同一であることか

ら、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺してい
るため、有効性の評価を省略しております。

（2）為替変動リスク・ヘッジ
当行の外貨建金融資産から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業

における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協
会業種別監査委員会報告第25号 2002年７月29日。以下、「業種別監査委員会報告第25
号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。
ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権等の為替変動リスクを減殺する目的

で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である外貨
建金銭債権等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することに
よりヘッジの有効性を評価しております。

15. 消費税等の会計処理
当行並びに国内の連結される子会社及び子法人等の消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。
　
追加情報
(役員報酬ＢＩＰ信託)

当行は、当行の取締役（監査等委員である取締役、社外取締役及び国内非居住者を除く。以
下、「当行取締役」という。）を対象とした、役員報酬ＢＩＰ信託を導入しております。
１．取引の概要
役員報酬ＢＩＰ信託は、中長期的な業績向上と企業価値増大への貢献意欲を高めること
を目的とした役員インセンティブ・プランであり、役位や業績目標の達成度等に応じたポ
イントが当行取締役に付与され、そのポイントに応じた当行株式及び当行株式の換価処分
金相当額の金銭が当行取締役の退任時に交付又は給付される株式報酬型の役員報酬であり
ます。
２．信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する会計処理
当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付
する取引に関する実務上の取扱い」(実務対応報告第30号 2015年３月26日)に準じてお
ります。
３．信託が所有する自社の株式に関する事項
(1)信託における帳簿価額は203百万円であります。
(2)信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。
(3)期末株式数は54千株、期中平均株式数は56千株であります。
(4)上記(3)の期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己
株式に含めております。
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注記事項
(連結貸借対照表関係)
１．関連会社の株式総額 25百万円
２．無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証券が、「有価証券」中
の国債に28,000百万円含まれております。

３．貸出金のうち、破綻先債権額は1,126百万円、延滞債権額は27,574百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなか
った貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下、「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（1965年政令第97号）第96条第１項第３号 イからホまでに掲げる事
由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
４．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は193百万円であります。

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以
上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

５．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は26,783百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものでありま
す。

６．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
55,677百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

７．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第24号 2002年２月13日）に基づき金融取引
として処理しております。これにより受け入れた商業手形及び買入外国為替等は、売却又は
（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、
16,580百万円であります。

８．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産 有価証券 462,322百万円
担保資産に対応する債務 預金 59,995百万円

債券貸借取引受入担保金 112,699百万円
借用金 7百万円
コールマネー 5,767百万円

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券
405百万円及びその他資産（金融商品等差入担保金）30,000百万円を差し入れております。
なお、その他資産には、上記のほか、金融商品等差入担保金（為替決済等の取引の担保あ

るいは先物取引証拠金等の代用として差し入れているものを除く）22,414百万円、保証金
及び敷金1,175百万円が含まれております。

９．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出
を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を
貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、923,414
百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可
能なものが857,679百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残
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高そのものが必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フロ
ーに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の
保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行
申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられ
ております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほ
か、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握し、必
要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

10．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用
の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に
係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。
再評価を行った年月日 1999年３月31日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４号
に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算の
基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算出し
た価額に基づいて、奥行価格補正等の合理的な調整を行って算出。
同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年度末における時価の合計
額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 12,685百万円

11. 有形固定資産の減価償却累計額 38,647百万円
12. 有形固定資産の圧縮記帳額 2,452百万円
13.「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債
に対する保証債務の額は22,006百万円であります。
　

(連結損益計算書関係)
１．「その他の経常費用」には、リース原価6,267百万円、貸出金償却4,063百万円及び株式等償
却1,948百万円を含んでおります。

２．当連結会計年度において、当行は、以下の資産及び資産グループについて、営業キャッシ
ュ・フローの低下及び地価の下落等により投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、帳
簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額1,090百万円を「減損損失」として「特別損
失」に計上しております。

場 所 主な用途 種 類 減損損失
(百万円） うち土地 うち建物 うち動産

香川県内

営業用資産
３か所

土地、建物
及び動産 71 53 17 0

遊休資産
13か所

土地、建物
及び動産 107 72 31 2

香川県外

営業用資産
９か所 土地及び建物 899 866 33 ―

遊休資産
３か所 土地 12 12 ― ―

合 計 1,090 1,004 82 3
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当行は、営業用店舗については、営業店毎（複数店がエリア（地域）で一体となり営業
を行っている場合は当該エリア毎）に継続的な収支の把握を行っていることから、営業店
（又はエリア）をグルーピングの単位としております。遊休資産及び処分予定資産につい
ては、各々単独の資産又は資産グループとして取り扱っております。また、本店、事務セ
ンター、研修所、社宅、厚生施設等については、複数の資産又は資産グループの将来キャ
ッシュ・フローの生成に寄与する資産であるため共用資産としております。
連結される子会社及び子法人等については、各社の営業拠点毎に資産のグルーピングを

行い、遊休資産は各々単独の資産又は資産グループとして取り扱っております。
当連結会計年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は、正味売却価額と使用価値
のいずれか高い方としております。正味売却価額による場合は「不動産鑑定評価額」又は
「地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定する
ために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額」より処分費用見込額を控除
し算出しております。また、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを0.1％で割
り引き算出しております。

　
(連結株主資本等変動計算書関係)
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（単位：千株）
当連結会計年度
期 首 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計
年度末株式数 摘要

発 行 済 株 式
普 通 株 式 30,000 ー ー 30,000
合 計 30,000 ー ー 30,000

自 己 株 式
普 通 株 式 488 1 11 478 注1,2,3
合 計 488 1 11 478

(注)１．当連結会計年度期首及び当連結会計年度末の自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信
託が保有する自社の株式がそれぞれ59千株、54千株含まれております。

２．自己株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取請求によるものであります。
３．自己株式数の減少11千株は、新株予約権の権利行使による減少６千株、役員報酬

ＢＩＰ信託から対象者への交付による減少４千株及び単元未満株式の買増請求に
よる減少０千株であります。

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権
の内訳

新株予約
権の目的
となる株
式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株）
当連結会計
年度末残高
（百万円）

摘要当 連 結
会 計 年
度 期 首

当 連 結
会 計 年
度 増 加

当 連 結
会 計 年
度 減 少

当連結会
計年度末

当行
ストック・
オプション
としての新
株予約権

― 41

合 計 ― 41
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３．配当に関する事項
（1）当連結会計年度中の配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会 普通株式 1,330 45.0 2019年３月31日 2019年６月28日

2019年11月11日
取締役会 普通株式 1,183 40.0 2019年９月30日 2019年12月10日

合 計 2,513

(注)１．2019年６月27日の定時株主総会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬Ｂ
ＩＰ信託に対する配当金２百万円が含まれております。また、2019年11月11日
の取締役会の決議に基づく配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当
金２百万円が含まれております。

２．2019年６月27日の定時株主総会の決議に基づく１株当たり配当額には、創業
140周年記念配当5.0円が含まれております。

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度の末日
後となるもの
2020年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次

のとおり提案しております。

（決議） 株式の
種 類

配当金の
総 額
(百万円)

配当の
原 資

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効力発生日

2020年６月26日
定時株主総会

普通
株式 1,183 利益

剰余金 40.0 2020年３月31日 2020年６月29日

(注) 配当金の総額には、役員報酬ＢＩＰ信託に対する配当金２百万円が含まれておりま
す。
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(金融商品関係)
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務などの金融サービスに係わる事業を行っ
ております。このため、保有する金融商品のリスクに見合った収益の獲得をはかりつつ、リ
スクを経営体力の範囲内に収めるため、金融商品に係るさまざまなリスクを可能な限り統計
的な手法で計量化し、リスク量に見合った資本（リスク資本）をリスク区分ごとに割り当て
て、リスク・リターンをモニタリングする「資本配賦制度」を導入する「統合的リスク管
理」を実践し、経営全体としての安定性と健全性の確保をはかりつつ効率性の向上につとめ
ております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク
当行グループが保有する主な金融資産は、貸出金と有価証券であります。
貸出金は、主として国内の法人及び個人に対するものであり、信用リスク、金利リスク、

及び為替リスクに晒されております。貸出金がある特定の企業・グループや業種に過度に集
中した場合、当行グループの自己資本を大きく毀損させる可能性があるため、それぞれ上限
額等を設定し、その遵守状況を監視することにより、過度な集中を未然に防止する体制とし
ております。
有価証券は、主に債券、株式、投資信託及び出資金を、純投資目的及び政策投資目的で保

有しております。また、一部の債券については売買目的でも保有しております。これらは、
それぞれ発行体の信用リスク、金利リスク、価格変動リスク、及び為替リスクに晒されてお
ります。なお、有価証券には、市場流動性に乏しい私募債、非上場株式、出資金が含まれて
おります。
一方、金融負債は、主に国内の法人及び個人からの預金であり、金利リスク、為替リス

ク、及び流動性リスクに晒されております。
デリバティブ取引については、金利関連と通貨関連のスワップ取引、オプション取引、先

物・先渡取引、キャップ取引等を行っております。これらは、主に対顧客取引とそのカバー
目的の取引であり、それぞれ金利リスク、為替リスク、価格変動リスク、及び取引相手の信
用リスクに晒されております。
なお、デリバティブ取引のうち、金利スワップ取引の一部については、ヘッジ対象とヘッ

ジ手段を直接対応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジを適用しております。ヘッジ有効性評
価につきましては、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同一であることから、ヘッジ開始
時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺しているため、有効性
の評価を省略しております。また、外貨建金融資産から生じる為替リスクに対するヘッジを
目的として締結している通貨スワップ取引と為替スワップ取引は、「業種別監査委員会報告
第25号」に規定する繰延ヘッジを適用しております。当該ヘッジ取引については、ヘッジ対
象である外貨建金融資産額に見合うポジションが存在することの確認により、ヘッジの有効
性を評価しております。
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（3）金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
当行グループでは、「信用リスク管理規定」及び関連文書を定め、リスク管理委員会（信

用リスク管理部会）において、信用リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の整備を行
っております。
また、リスク統括部を信用リスク管理部署として、内部格付制度の設計及び検証、信用リ

スク量の計測、与信限度額の設定・管理等を行っております。
②市場リスクの管理
当行グループでは、「市場リスク管理規定」及び関連文書を定め、リスク管理委員会（市

場リスク管理部会）において、市場リスクの状況を把握するとともに管理態勢等の整備を行
っております。また、ＡＬＭ(資産負債の総合管理)体制を整備し、収益管理委員会（予算Ａ
ＬＭ部会）において、把握したリスクを踏まえて中長期的な収益の安定化やリスクへの対応
策の協議を行っております。
さらに、市場取引実施部署（市場国際部）において、市場取引執行（フロントオフィス）、

事務管理（バックオフィス）及び市場リスク管理（ミドルオフィス）をそれぞれ担当するセ
クションに分離して相互牽制機能が働く体制としたうえで、リスク統括部が市場リスク全体
を統括管理しております。
（ⅰ）金利リスクの管理

当行グループは、金利リスクについて、統計的手法によりリスク量を計測し、管理して
おります。また、有価証券投資やデリバティブ取引など市場で取引を行うものに関して
は、必要に応じてポジションや損益に限度額を定めて管理しております。なお、ＡＬＭの
観点から、金利リスクをヘッジするために金利スワップ取引等のデリバティブ取引を行う
こともあります。
（ⅱ）為替リスクの管理

当行グループは、為替リスクについて、統計的手法によりリスク量を計測し、管理して
おります。また、ポジションや損益について限度額を定め、管理しております。
（ⅲ）価格変動リスクの管理

当行グループは、価格変動リスクについて、統計的手法によりリスク量を計測し、管理
しております。また、トレーディング取引については、ポジションや損益に限度額を定め
て管理しております。
（ⅳ）市場リスクに係る定量的情報
（ア）トレーディング目的の金融商品
当行グループは、商品有価証券取引及び金利先物取引等の金利リスク、並びに外国為

替取引等の為替リスクに関するＶａＲ（損失額の推計値）を、ヒストリカル法（保有期
間10日、信頼区間99％、観測期間1,200営業日）により計測しており、2020年３月31
日（当期の連結決算日）現在、トレーディング目的の金融商品のＶａＲは７百万円とな
っております。
（イ）トレーディング目的以外の金融商品
当行グループは、貸出金、投資有価証券、預金、銀行間取引、及び金利スワップ等の

金利リスク、並びに上場株式及び投資信託の価格変動リスク等に関するＶａＲを、ヒス
トリカル法（保有期間120日、信頼区間99％、観測期間1,200営業日）により計測して
おります。
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2020年３月31日現在、トレーディング目的以外の金融商品のＶａＲは50,852百万円
となっております。
（ウ）ＶａＲについて
当行グループは、計測モデルの妥当性を検証するために、モデルが算出する「ＶａＲ」

と仮想損益（ＶａＲ計測時点のポートフォリオを固定した場合に発生したと仮定される
損益）を比較するバックテスティングを実施しております。
なお、ヒストリカル法によるＶａＲは、過去のマーケットデータの変動をベースに統

計的に算出した一定の発生確率での市場リスク量を計測するものであり、観測期間に存
在しないほどの大きな市場変動によるリスクは捕捉することができません。これを補完
するため、ＶａＲによる管理に加えてストレステストを定期的に実施しております。

③流動性リスクの管理
当行グループでは、「流動性リスク管理規定」及び関連文書を定め、流動性リスクの管理

を行っております。また、資金繰りに影響を及ぼすような不測の事態が発生した場合にも速
やかに対応できるよう、「流動性危機時対応規定」を定め、「警戒時」、「流動性危機時」に分
けた事態を想定し、適時適切な対応を取ることができる態勢を整備しております。
流動性リスク管理部署（市場国際部）は、日次、月次などの資金繰り予想を行うととも

に、十分な流動性準備を確保するなど、運用・調達構造に即した適切かつ安定的な資金繰り
を実施しております。また、流動性リスクに影響を及ぼすと考えられる内生的・外生的要因
を考慮し、流動性リスクの状況の把握、分析、評価、モニタリングを実施しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用して
いるため、前提条件等により、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含
めておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1）現金預け金 652,010 652,010 ―

（2）買入金銭債権 29,264 29,264 ―

（3）商品有価証券

　 売買目的有価証券 5 5 ―

（4）有価証券

　 その他有価証券 1,255,333 1,255,333 ―

（5）貸出金 2,847,316

　 貸倒引当金（＊１） △15,646

2,831,669 2,855,278 23,608

資 産 計 4,768,283 4,791,892 23,608

（1）預金 4,065,082 4,065,202 120

（2）譲渡性預金 90,185 90,188 3

（3）コールマネー及び売渡手形 34,782 34,782 ―

（4）債券貸借取引受入担保金 112,699 112,699 ―

（5）借用金 305,608 305,785 177

負 債 計 4,608,358 4,608,659 300

デリバティブ取引（＊２）

ヘッジ会計が適用されていないもの 551 551 ―

ヘッジ会計が適用されているもの (10,857) (10,857) ―

デリバティブ取引計 (10,305) (10,305) ―

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しておりま

す。
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計
で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。

（＊３）重要性が乏しい科目については、記載を省略しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法

資 産
（１）現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を
時価としております。満期のある預け金については、預入期間に基づく区分ごとに、新規に
預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定しております。
なお、約定期間が短期間のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額を時価としております。
（２）買入金銭債権

約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。
（３）商品有価証券
売買目的で保有している債券等の有価証券については、市場価格等によっております。

（４）有価証券
株式及び債券は市場価格等によっております。投資信託は、公表されている基準価格によ

っております。
自行保証付私募債は、内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の起債

を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
なお、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載し

ております。
（５）貸出金

貸出金の種類、内部格付及び期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出
を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定しております。
また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシ

ュ・フローの現在価値又は担保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定し
ているため、時価は連結決算日における連結貸借対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計
上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価としております。
貸出金のうち、当該貸出を担保資産の範囲内に限るなどの特性により、返済期限を設けて

いないものについては、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似してい
るものと想定されるため、当該帳簿価額を時価としております。
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負 債
（１）預金及び（２）譲渡性預金

要求払預金については、連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみな
しております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・
フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受け入れる
際に使用する利率を用いております。なお、預入期間が短期間のものは、時価は帳簿価額と
近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
（３）コールマネー及び売渡手形

これらは、約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。
（４）債券貸借取引受入担保金

約定期間が短期間であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価
としております。
（５）借用金

借用金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当行並びに連
結される子会社及び子法人等の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳
簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額を時価としております。固定金利に
よるものは、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、同様の借入におい
て想定される利率で割り引いて現在価値を算定しております。

デリバティブ取引
デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物、金利オプション、金利スワップ等）、通

貨関連取引（通貨先物、通貨オプション、通貨スワップ等）、債券関連取引（債券先物、債
券先物オプション等）であり、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等
により算出した価額によっております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額は次の
とおりであり、金融商品の時価情報の「資産（４）有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額

① 非上場株式（＊１）（＊２） 2,712

② 組合出資金（＊３）（＊４） 1,683

合 計 4,395

（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから時価開示の対象とはしておりません。

（＊２）当連結会計年度において、非上場株式について減損処理はありません。
（＊３）組合出資金のうち、組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難

と認められるもので構成されているものについては、時価開示の対象とはしてお
りません。

（＊４）当連結会計年度において、組合出資金について29百万円減損処理を行っておりま
す。
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（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預け金 605,116 ― ― ― ― ―

買入金銭債権 29,264 ― ― ― ― ―

有価証券
その他有価証券のうち満期
があるもの 81,732 100,783 96,244 75,293 449,018 253,324

貸出金（＊） 1,090,280 464,786 332,254 214,313 218,882 459,094

合 計 1,806,393 565,570 428,499 289,606 667,900 712,419

（＊）貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が
見込めないもの28,727百万円、期間の定めのないもの38,977百万円は含めており
ません。

（注４）社債、借用金及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
（単位：百万円）

１年以内 １年超
３年以内

３年超
５年以内

５年超
７年以内

７年超
10年以内 10年超

預金（＊） 3,853,385 205,226 6,108 146 215 ―

譲渡性預金 90,003 142 40 ― ― ―

コールマネー及び売渡手形 34,782 ― ― ― ― ―

債券貸借取引受入担保金 112,699 ― ― ― ― ―

借用金 187,409 113,014 3,720 902 561 ―

合 計 4,278,280 318,383 9,868 1,049 777 ―

（＊）預金のうち、要求払預金については「１年以内」に含めて開示しております。

(有価証券関係)
連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。
１．売買目的有価証券（2020年３月31日現在）

当連結会計年度の損益に含まれた
評 価 差 額 （百万円）

売 買 目 的 有 価 証 券 ―

２．満期保有目的の債券（2020年３月31日現在）
該当ありません。
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３．その他有価証券（2020年３月31日現在）

種 類 連結貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差 額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 79,613 37,303 42,310

債券 357,151 352,843 4,308

国 債 153,641 151,051 2,590

地方債 122,871 121,556 1,314

社 債 80,638 80,236 402

その他 199,732 189,926 9,805

小 計 636,497 580,073 56,423

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 21,835 33,108 △11,273

債券 395,707 399,656 △3,949

国 債 176,282 178,987 △2,704

地方債 150,137 150,923 △785

社 債 69,286 69,745 △459

その他 201,292 220,979 △19,686

小 計 618,835 653,744 △34,909

合 計 1,255,333 1,233,818 21,514

４．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自 2019年４月１日 至 2020年３月31
日）
該当ありません。

５．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 2019年４月１日 至 2020年３月31日）
売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 5,733 3,786 ―

債券 429,748 1,347 1,512

国 債 342,250 1,033 1,512

地方債 51,261 232 ―

社 債 36,236 81 ―

その他 237,078 4,907 2,934

合 計 672,559 10,041 4,446

６．減損処理を行った有価証券
売買目的有価証券以外の有価証券(時価を把握することが極めて困難なものを除く)のうち、

当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する
見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって連結貸借対照表計上額とす
るとともに、評価差額を当連結会計年度の損失として処理（以下「減損処理」という。）し
ております。
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当連結会計年度における減損処理額は、1,948百万円（株式1,948百万円）であります。
なお、当行では、予め、「金融商品会計に関する実務指針」（日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第14号 2018年２月16日）に基づき、時価が著しく下落したと判断するための
基準を設定しており、その内容は以下のとおりであります。
連結会計年度末日における時価が取得原価と比べ50％以上下落している場合は全銘柄を著

しい下落であると判定し、30％以上50％未満下落している場合は発行会社の信用リスク
（自己査定における債務者区分、外部格付）等を勘案し判定しております。

　
(金銭の信託関係)

該当ありません。
　
(１株当たり情報)
１株当たりの純資産額 8,461円18銭
１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額 261円35銭
潜在株式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額 261円22銭
(注) 株主資本において自己株式として計上されている役員報酬ＢＩＰ信託に残存する自社の株式

は、１株当たりの純資産額、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額及び潜在株
式調整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、控除する自己株式に含
めております。
１株当たりの純資産額の算定上、控除した当該自己株式の当連結会計年度末株式数は54

千株であります。また、１株当たりの親会社株主に帰属する当期純利益金額及び潜在株式調
整後１株当たり親会社株主に帰属する当期純利益金額の算定上、控除した当該株式の期中平
均株式数は56千株であります。
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(ストック・オプション関係)
１．ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名
営業経費 ―百万円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
（1）ストック・オプションの内容

2012年ストック・オプション
付与対象者の区分及び人数 当行の取締役 10名
株式の種類別のストック・オプシ
ョンの付与数（注） 普通株式 17,500株

付与日 2012年７月24日

権利確定条件 権利確定条件は定めていない

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2012年７月25日から2042年７月24日まで

2013年ストック・オプション
付与対象者の区分及び人数 当行の取締役 10名
株式の種類別のストック・オプシ
ョンの付与数（注） 普通株式 17,250株

付与日 2013年７月23日

権利確定条件 権利確定条件は定めていない

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2013年７月24日から2043年７月23日まで

2014年ストック・オプション
付与対象者の区分及び人数 当行の取締役(社外取締役を除く) 10名
株式の種類別のストック・オプシ
ョンの付与数（注） 普通株式 13,660株

付与日 2014年７月25日

権利確定条件 権利確定条件は定めていない

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2014年７月26日から2044年７月25日まで
　

2015年ストック・オプション
付与対象者の区分及び人数 当行の取締役(社外取締役を除く) ９名
株式の種類別のストック・オプシ
ョンの付与数（注） 普通株式 9,430株

付与日 2015年７月24日

権利確定条件 権利確定条件は定めていない

対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない

権利行使期間 2015年７月25日から2045年７月24日まで
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2016年ストック・オプション
付与対象者の区分及び人数 当行の取締役(社外取締役を除く) ８名
株式の種類別のストック・オプシ
ョンの付与数（注） 普通株式 13,770株

付与日 2016年７月26日
権利確定条件 権利確定条件は定めていない
対象勤務期間 対象勤務期間は定めていない
権利行使期間 2016年７月27日から2046年７月26日まで
（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の株式数に換

算して記載しております。
（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況
①ストック・オプションの数

2012年
ストック・オプション

2013年
ストック・オプション

2014年
ストック・オプション

権利確定前（株）
前連結会計年度末 1,460 2,880 3,420
付与 ― ― ―
失効 ― ― ―
権利確定 ― 1,440 1,140
未確定残 1,460 1,440 2,280
権利確定後（株）
前連結会計年度末 ― ― ―
権利確定 ― 1,440 1,140
権利行使 ― 1,440 1,140
失効 ― ― ―
未行使残 ― ― ―
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2015年
ストック・オプション

2016年
ストック・オプション

権利確定前（株）
前連結会計年度末 3,440 8,120
付与 ― ―
失効 ― ―
権利確定 860 2,960
未確定残 2,580 5,160
権利確定後（株）
前連結会計年度末 ― ―
権利確定 860 2,960
権利行使 860 2,960
失効 ― ―
未行使残 ― ―

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の株式数に換
算して記載しております。

②単価情報
2012年

ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン
2013年

ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン
2014年

ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン
権利行使価格 １株当たり １円 １株当たり １円 １株当たり １円
行使時平均株価 ― １株当たり 2,221円 １株当たり 2,221円
付与日における
公正な評価単価 １株当たり 2,560円 １株当たり 3,210円 １株当たり 3,350円

2015年
ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン

2016年
ス ト ッ ク ・ オ プ シ ョ ン

権利行使価格 １株当たり １円 １株当たり １円
行使時平均株価 １株当たり 2,221円 １株当たり 2,221円
付与日における
公正な評価単価 １株当たり 4,090円 １株当たり 2,850円

（注）2018年10月１日付株式併合（10株につき１株の割合）による併合後の価格に換算
して記載しております。

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法
当連結会計年度において付与されたストック・オプションはありません。

４．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映さ

せる方法を採用しております。
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